
19 地域医療 

 

 横浜市では、救急医療をはじめ、市民の方々が必要とする医療を、必要な時に、身近なところで受けられ

る体制を整えるため、地域中核病院の整備など、地域医療体制の確保・充実を進めています。 

 

１ 救急医療 

  横浜市の救急医療体制については、救急患者が発生した場合の受入体制を(1)車や徒歩で来院し、外来の

治療だけで帰宅が可能な軽症患者に対する初期救急医療体制、(2)主に救急車等により搬送され、入院が

必要な中等症、重症患者に対する二次救急医療体制、(3)生命に危険のある重篤患者を受け入れる三次救

急医療体制 の三段階に分け、体系的・機能的に整備を進めています。 

 

 (1) 初期救急医療   

ア 横浜市夜間急病センター（横浜市救急医療センター 中区桜木町 1－1）  

夜間における初期救急医療に対応するため、内科・小児科・眼科・耳鼻咽喉科について毎夜間午後

８時から深夜０時まで診療しています。また、深夜０時以降の小児科は、小児救急拠点病院で対応し

ています。 

    なお、横浜市夜間急病センターは、指定管理者制度により管理運営されています。 

 

横浜市夜間急病センター診療科目別患者数              （単位：人） 

年  度 総   数 内   科 小 児 科 眼   科 耳鼻咽喉科 その他 

平成 24年度 

平成 25年度 

30,508 

28,396 

9,179 

8,295 

7,837 

7,380 

4,147 

3,831 

7,563 

7,200 

1,782 

1,690 

平成 26年度 28,295 8,791 7,275 3,613 7,067 1,549 

   

イ 横浜市北部夜間急病センター（都筑区牛久保西 1－23－4）  

北部方面の夜間の初期救急医療に対応するため、内科・小児科について毎夜間午後８時から深夜０

時まで診療しています。 

 

横浜市北部夜間急病センター診療科目別患者数     （単位：人） 

年  度 総   数 内   科 小 児 科 そ の 他 

平成 24年度 

平成 25年度 

平成 26年度 

13,589 

13,592 

13,690 

4,391 

4,339 

4,789 

7,781 

7,770 

7,485 

1,417 

1,483 

1,416 

  

ウ 横浜市南西部夜間急病センター（泉区中田北 1－9－8）  

南西部方面の夜間の初期救急医療に対応するため、内科・小児科について毎夜間午後８時から深夜

０時まで診療しています。 

 

横浜市南西部夜間急病センター診療科目別患者数    （単位：人） 

年  度 総   数 内   科 小 児 科 そ の 他 

平成 24年度 

平成 25年度 

平成 26年度 

9,564 

9,727 

9,555 

3,629 

3,687 

4,066 

4,830 

4,953 

4,360 

1,105 

1,087 

1,129 

 

  エ 休日急患診療所   

休日昼間（年末年始は 12月 30日から１月３日まで）の初期救急医療に対応するため、各区に設置

され、主として内科・小児科を概ね午前 10時から午後 4時まで診療しています。 
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休日急患診療所診療科目別患者数の推移（各区患者数の合計）     （単位：人） 

年  度 総   数 内   科 小 児 科 そ の 他 

平成 24年度 

平成 25年度 

平成 26年度 

65,097 

65,993 

73,747 

29,595 

27,977 

35,442 

27,600 

29,985 

30,958 

7,902 

8,031 

7,347 

 

(2) 二次救急医療 

ア 二次救急拠点病院 

  内科・外科の二次救急医療を24時間365日いつでも受け入れられる市内25カ所の病院を二次救急拠

点病院として指定しています。二次救急拠点病院は、病院の診療機能に応じてAとBに区分し、患者の

重症度に応じて搬送先を選定するなど、病院間の機能分担を図っています。 

また、B病院において、深夜帯（午前0時～診療開始時間）の内科の初期救急患者を受け入れていま

す。 

 

   二次救急拠点病院事業参加病院数と搬送件数の推移 （単位：参加病院数→病院、救急搬送件数→件） 

年度 参加病院数 救急搬送件数 

平成 24年度 21 62,309 

平成 25年度 24 69,959 

平成 26年度 25 72,170 

 

  イ 病院群輪番制 

二次救急拠点病院と併用して、内科・外科及び小児科の患者について、病院群輪番制により、毎夜

間午後 6時から翌朝 7時までと休日昼間（年末年始は 12月 30日から１月 3日）午前 10時から午後 5

時まで診療を行っています。市全域を 1～2病院で対応しています。 

 

病院群輪番制事業参加病院数と搬送件数の推移 （単位：参加病院数→病院、救急搬送件数→件） 

年度 
参加病院数 

救急搬送件数 
一般（内科・外科） 小児科 

平成 24年度 18 10 11,055 

平成 25年度 17 10 7,320 

平成 26年度 17 ９ 7,146 

 ※救急搬送件数は一般（内科・外科）の救急搬送件数。 

 

  ウ 小児救急拠点病院事業 

小児科の二次救急医療を24時間365日いつでも受け入れられる市内７か所の病院を小児救急拠点病

院として指定しています。また、深夜帯（午前0時～診療開始時間）の小児科の初期救急患者も受け

入れています。 

 

小児救急拠点病院患者数の推移（単位：人）  

年  度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

患者数 34,049 31,281 29,978 

   

エ 周産期救急連携病院事業  

神奈川県の周産期救急医療システムを補完する、横浜市独自の周産期救急システムで、横浜市から

指定を受けた「周産期救急連携病院」が 24 時間 365 日体制で診療所から依頼された周産期救急患者

の受入れを行います。 

 

(3)  三次救急医療 

  ア 救命救急センター   

三次救急医療に対応するため、救命救急センターが昭和大学藤が丘病院、済生会横浜市東部病院、
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聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院、横浜市立大学附属市民総合医療センター（市大センター病院）

国立病院機構横浜医療センター、横浜市立みなと赤十字病院、横浜市立市民病院、労働者健康福祉機

構横浜労災病院の８か所に整備されています。 

 

  イ 周産期救急   

神奈川県の周産期救急医療システムにおいて、ハイリスクの妊産婦、胎児、新生児の救急医療に対

応するため、神奈川県立こども医療センター、横浜市立大学附属市民総合医療センター（市大センタ

ー病院）、聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院が三次救急を担う基幹病院として対応しています。 

 

(4) 横浜市救急医療情報センター（横浜市救急医療センター内）  

指定管理者制度により管理運営されています。 

   ア 医療機関案内 

市内の医療機関の情報を収集し、市民や医療機関などからの問い合わせに対して、24時間 365日、 

情報提供を行っています。 

 

横浜市救急医療情報センター問い合わせ先別取扱件数          （単位：件） 

年  度 総数 

医療機関 

消防 
県中央情報 

セ ン タ ー 
市民 その他 

総数 病院 診療所 
休日急患

診 療 所 

平成 24年度 175,078 7,831 6,908 713 210 322 0 163,707 3,218 

平成 25年度 162,093 7,556 6,673 666 217 294 2 151,136 3,105 

平成 26年度 147,560 8,259 5,856 2,246 157 269 26 136,193 2,813 

 

イ 小児救急電話相談 

    小児の急病やケガなどの際に、看護師が応急処置や対応方法を助言する電話相談を平日は 18時か

ら翌朝９時まで、土曜日は 13 時から翌朝９時まで、日・祝・年末年始（12 月 29 日～１月３日）は

９時から翌朝９時までの間、実施しています。 

 

小児救急電話相談の年齢別相談件数                  （単位：件） 

年  度 総数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６～14歳 その他 

平成 24年度 

平成 25年度 

64,847 

61,872 

14,810 

14,131 

15,584 

14,074 

9,245 

8,362 

7,240 

7,042 

5,329 

5,107 

3,682 

3,711 

8,087 

8,535 

870 

910 

平成 26年度 59,601 13,148 13,517 7,775 6,613 5,289 3,634 8,739 886 

 

(5) 横浜救急医療チーム（YMAT） 

YMAT は、横浜市内で発生したがけ崩れや列車脱線事故などの災害で、複数の重症者や多数の負傷者が

発生した場合などに、消防との連携により迅速に災害現場に出動し、救命のための的確な医療活動を展

開します。平成 20年 3月、救命救急センターを有する市内 5病院において YMATを編成しました。 

   出動件数は、平成 24年度 20件、平成 25年度は 29件、平成 26年度は 26件となっています。 

  

(6) 災害医療   

横浜市防災計画（震災対策編）に基づき、「総合調整・指揮機能の強化」、「緊急度・重症度に応じた医

療提供体制」、「医薬品等の備蓄及び供給体制」の３点を強化し、具体的には情報通信体制の複線化や、災

害時の備蓄医薬品の管理・更新等を行いました。 

    

２ 地域医療対策 

  喫緊の課題である産科医療体制の確保対策、保健医療人材の養成・確保対策、在宅療養連携の推進など

に取り組んでいます。 

また、地域医療の基盤整備のため、高度で専門的な医療サービスを提供する地域中核病院の整備などを
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行っています。 

 

(1) 産科医療対策  

医療機関相互の役割分担や助産師の活躍を促すことで、安心して出産できる環境の確保を図っていま 

す。 

具体的には、妊産婦健診は診療所で行い、出産は病院で行うセミオープンシステムの取組を推進する

とともに、職場復帰や技術向上のための助産師研修の実施、診療所の開設支援、当直以外の医師が緊急

に出務し、処置にあたった場合の助成などを行いました。 

 

(2) 看護人材確保対策  

急速な少子・高齢化の進展や医療の高度化により、保健医療業務に携わる看護人材の養成・確保とその

資質の向上が必要になっています。 

   そのため、横浜市医師会及び横浜市病院協会が設置する看護専門学校の運営や、市内医療機関が行う再

就職促進の研修に対し助成を行っています。 

    

(3) 地域中核病院 

地域中核病院は、二次から三次医療に対処しうる医療提供体制整備の一環として 

・がん、急性心疾患、脳血管疾患等、重篤患者に対する高度な医療の提供 

・24時間 365日体制での救急患者の受入れ 

・市内に不足する政策的医療の提供 

等を目的に、本市が事業主体を誘致することにより方面別に整備を進めました。 

南部病院、西部病院、横浜労災病院、北部病院、東部病院の病院を整備し、平成 22年 4月１日に独立

行政法人国立病院機構横浜医療センターが南西部地域中核病院として位置づけられ、市内６方面に地域中

核病院が整備されました。 

 

  ア 恩賜財団済生会横浜市南部病院 

南部病院は、本市と恩賜財団済生会支部神奈川県済生会が共同で建設し整備されました。本市の南 

部地域における地域中核病院として、地域医療機関との密接な連携のもとに診療を行い、地域の医療 

水準の向上に寄与しています。 

・運営主体 社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会 

・所 在 地 港南区港南台 3-2-10 

・開設年月 昭和 58年 6月 

・病 床 数 500床 

・診療科目 27科 

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、神奈川県がん診療連携指定病院、産科拠点病院 

 

   イ 聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 

西部病院は、本市が聖マリアンナ医科大学を誘致し整備されました。本市の西部地域における地域

中核病院として、地域医療機関との密接な連携のもとに診療を行い、地域の医療水準の向上に寄与し

ています。 

・運営主体 学校法人聖マリアンナ医科大学 

・所 在 地 旭区矢指町 1197-1 

・開設年月 昭和 62年 5月 

・病 床 数 518床 

・診療科目 25科 

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、救命救急センター、総合周産期母子医療センター 

 

   ウ 横浜市北東部中核施設 横浜労災病院 

横浜労災病院は、本市が厚生労働省の所管する特殊法人である労働福祉事業団（平成 16年 4月か

ら独立行政法人労働者健康福祉機構）を誘致し整備されました。本市の北東部地域における地域中核

病院として、地域医療機関との連携のもとに診療を行い、地域の医療水準の向上に寄与しています。 
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・運営主体 独立行政法人労働者健康福祉機構 

・所 在 地 港北区小机町 3211 

・開設年月 平成 3年 6月 

・病 床 数 650床 

・診療科目 37科 

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、救命救急センター、地域がん診療連携拠点病院、

産科拠点病院、労災医療、勤労者医療 

 

   エ 昭和大学横浜市北部病院 

北部病院は、本市が昭和大学を誘致し整備されました。本市の北部地域における地域中核病院とし

て、地域医療機関と密接な連携のもとに診療を行い、地域の医療水準の向上に寄与しています。 

・運営主体 学校法人昭和大学 

・所 在 地 都筑区茅ケ崎中央 35-１ 

・開設年月 平成 13年 4月 

・病 床 数 689床 

・診療科目 6センター16科  

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、地域がん診療連携拠点病院、精神科救急医療、緩

和ケア医療、老人性認知症医療 

 

   オ 恩賜財団済生会横浜市東部病院 

     東部病院は、本市が恩賜財団済生会支部神奈川県済生会を誘致し整備されました。本市の東部地域

における地域中核病院として、地域医療機関と密接な連携のもとに診療を行い、地域の医療水準の向

上に寄与しています。 

・運営主体 社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会 

・所 在 地 鶴見区下末吉 3-6-1 

・開設年月 平成 19年 3月 

・病 床 数 560床 

・診療科目 26科 

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、救命救急センター、地域がん診療連携拠点病院、

精神科救急医療、重症心身障害児（者）施設併設、横浜市認知症疾患医療センター、

横浜市重症外傷センター 

 

   カ 横浜市南西部地域中核病院 独立行政法人国立病院機構 横浜医療センター 

     横浜医療センターは、既存病院の建替えによる新規開院に伴い、南西部地域の地域中核病院として

位置づけました。本市の南西部地域において、急性期の地域医療を基盤とした、質の高い総合的な専

門医療を提供するとともに、関係医療機関と密接な連携をもつ地域完結型医療を提供しています。 

・運営主体 独立行政法人国立病院機構 

・所 在 地 戸塚区原宿 3-60-2 

・開設年月 平成 22年 4月 

・病 床 数 510床 

・診療科目 29科 

・特  色 地域医療支援病院、災害拠点病院、救命救急センター、神奈川県がん診療連携指定病

院 

182



 

地域中核病院の入院患者数の推移           （単位：人 （ ）内：１日平均） 

年  度 南部病院 西部病院 横浜労災病院 北部病院 東部病院 横浜医療センター 

平成 24年度 146,002 

(400) 

126,704 

(347) 

206,167  

(565) 

211,808 

(580) 

175,725 

(481) 

152,885 

(419) 

平成 25年度 140,922 

(386) 

120,668 

(331) 

201,339  

(552) 

208,329 

(571) 

177,500 

(486) 

156,500 

(429) 

平成 26年度 153,143 

(420) 

123,856 

(339) 

208,657  

(572) 

202,038 

(553) 

178,061 

（488） 

170,098 

(466) 

 

 

地域中核病院の外来患者数の推移           （単位：人 （ ）内：１日平均） 

年  度 南部病院 西部病院 横浜労災病院 北部病院 東部病院 横浜医療センター 

平成 24年度 298,624  

(1,118) 

294,297  

(1,090) 

452,458 

(1,847) 

374,818 

(1,284) 

236,681 

(966) 

185,816 

(755) 

平成 25年度 297,463  

(1,114) 

286,403  

(1,061) 

443,052 

(1,816) 

366,331 

(1,250) 

245,919 

(1,008) 

188,019 

(771) 

平成 26年度 

 

294,918 

(1,113) 

275,114 

(1,015) 

463,083 

(1,898) 

346,153 

(1,185) 

254,133 

（1,042） 

191,273 

(784) 

 

 

(5)  地域医療を支える市民活動推進事業 

    子育て家庭の安心につながる取組を進めるとともに、市民自らが地域医療を支える風土を醸成するこ

とを目的に、地域の子育て支援団体と区役所との協働等により、小児救急のかかり方や家庭での看護に

関する講演会等の開催や、休日・夜間に診療している地域の小児科や小児救急に関する相談窓口等につ

いての情報提供などを行っています。 

 

 

183


	00(1)表紙
	00(2)目次（更新済）
	00(3)機構図（常任初委員会のもの）【職員課】
	H26組織図

	00(4)事務分掌【職員課】
	00(5)予算決算（局）【26歳入】（0311修正）
	歳入収支＆歳出財源内訳

	00(6)予算決算（局）【26歳出】（0311修正）
	歳出決算

	00(7)予算決算（局）【26特会】
	特別会計決算

	01(1)地域福祉保健推進事業(地域福祉保健部)【修正】
	02福祉のまちづくり条例推進事業
	03(1)生活保護事業（生活支援課）
	03(2)生活保護事業（生活支援課）
	３被保護世帯推移

	03(3)生活保護事業（生活支援課）※修正版
	03(4)生活保護事業（生活支援課）
	７世帯別推移

	03(5)生活保護事業（生活支援課）
	03(6)生活保護事業（生活支援課）_提出用
	１０保護支出状況

	03(7)生活保護事業（生活支援課）1
	04国民年金事業
	05(1)国民健康保険事業
	05(2)国民健康保険事業（被保険者区別加入状況）
	P60福祉年報グラフ

	05(3)国民健康保険事業（被保険者事由別異動状況）
	P61福祉年報事由別

	05(4)国民健康保険事業（３保険給付～６財政）
	06福祉医療事業
	１　ひとり親家庭等医療費助成事業
	２　小児医療費助成事業
	３　小児慢性特定疾患医療給付
	４　育成医療給付
	５　結核児童療育医療給付
	６　未熟児養育医療給付
	７　重度障害者医療費助成事業
	８　更生医療給付

	07後期高齢者医療
	08障害福祉事業
	09(1)高齢福祉事業【高齢部】
	09(2)高齢福祉事業【高齢部】
	10介護保険事業【高齢部】
	11健康づくり【保健事業課】
	12検診【保健事業課】
	13地域保健【保健事業課】
	14感染症対策(健康安全課)0324
	15食品衛生【再提出／二校】
	そのうち、特に、発症した場合に被害拡大が予想される高齢者・乳幼児が利用する福祉施設や病院、多数の人々が集まる宴会等を行うホテルなど1,284施設については重点的に立入り、監視指導を行いました。
	また、関連部局や各区と連携して、食品等事業者や福祉施設の介助等の従事者及び消費者に対して、ノロウイルスの感染のメカニズムや吐物処理方法など、食中毒や感染症予防に向けた普及啓発を行いました。
	さらに、市内に流通する二枚貝やその加工品のノロウイルス検査を69検体行いました。このうち１検体からノロウイルスが検出され、製造所を所管する自治体へ情報提供しました。
	(ｱ) 理化学検査
	(ｲ) 微生物検査

	16動物保護管理【動愛Ｃ回答】
	17生活衛生【0311修正】
	18斎場、墓地及び霊堂(H28.2.3　0800提出用　黒字)　
	19地域医療
	20医療安全【医療安全課】
	21(1)その他の事業（横浜市社会福祉審議会）
	21(2)その他の事業（福祉調整委員会）
	21(3)その他の事業（墓地調停委員会）
	21(4)その他の事業（横浜市社会福祉協議会ほか）
	21(5)その他の事業（戦没者遺族等の援護ほか）
	21(6)その他の事業（職員の研修）
	21(7)その他の事業（監査）
	21(8)その他の事業（放射線対策の推進）(健康安全課) 0208
	21(9)その他の事業（臨時福祉給付金給付事業)



